改正派遣法案の実務
Ⅰ．改正建議の基本的考え方



Ⅱ．改正内容の概要

(1) 派遣期間関係
1 臨時的・一時的な労働力の需要調整に対する対策としての位置づけは維持

2 期間制限は１年から個別事業場ごとに３年まで受け入れ可能（期間については派遣先事業場の労働者の過半数代表に意見を聴いて定める）

3 専門「２６業務」の３年の期間制限の廃止
4 短期間の雇用の反復更新では雇用の安定に配慮

【実務への影響】

・直接雇用努力義務の技術的な回避策をとらなくてもよくなり、多くの労使双方に

とって大きな意義を持つ

(2) 派遣労働者の希望を踏まえた直接雇用の促進
1 派遣先の直接雇用責任に関する指導・勧告・公表制度を強化し、期間制限違反に対し派遣元は派遣先や派遣労働者に派遣停止を通知。継続就業は派遣先から派遣労働者へ雇用契約の申し込みが必要

【実務への影響】

　・期間制限遵守への注意がより必要。派遣元も指導や行政処分の対象となり得る

(3) 派遣対象業務の拡大
①「物の製造」の業務も適用対象とし、１年間の期間制限を適用

②医業等のうち社会福祉施設等における業務も適用対象業務に（病院、介護老人施設での業務及び往診、訪問看護の業務は適用除外）

【実務への影響】

・製造業務の派遣解禁により、派遣法に従った派遣をなすか区分基準に従った請負を

継続するか企業のニーズや区分基準をクリアできるか否かを検討し選択する必要

(4) 許可・届出制等関係
①「許可制から届出制への移行」が検討されたが従来通り一般労働者派遣事業は許可制、特定労働者派遣事業は届出制のままだが許可単位は事業所単位から事業主単位に変更

【実務への影響】

　・派遣法違反等の行政処分が事業所単位から事業主単位となり、営業停止から許可取消、事業廃止までも受ける危険がある

(5) 紹介予定派遣関係

1 派遣就業開始前の面接、求人条件の明示、派遣就業中の採用内定を可能に

2 派遣元管理台帳及び派遣先管理台帳に紹介予定派遣に関する事項を記載

【実務への影響】

　・早期なミスマッチ防止の実現に寄与し、同制度の普及に弾みがつくと予想される

(6) 派遣元事業主・派遣先の講ずべき措置関係
①「物の製造」の業務適用によりⅰ.安全衛生管理体制の強化ⅱ.派遣先指針、派遣元指針の必要な整備ⅲ.派遣元事業主は福利厚生等の措置について派遣先の労働者との均衡の配慮に努める等、派遣先・派遣元責任者の職務の追加

【実務への影響】

　・派遣先に安全配慮義務のリスクが高まる

(7) 指導監督体制の整備
①「物の製造」の業務適用により派遣の増加予想により、各公共職業安定所分掌の指導監督業務を都道府県労働局に集中し、専門的な職員の配置・相談員の活用等体制を

充実、強化

Ⅲ．改正法等の施行時期

　

平成15年　秋頃から施行予定

(ただし、医業等の社会福祉施設等における業務の適用対象化は各政省令の公布と同時で、他の改正より先に施行)

（参考資料）

岩出　誠(2003)　『改正労働基準法・派遣法の実務(2)』(ビジネスガイドNo.601)　日本法令

検討





派遣労働者の雇用の安定








適正な労働者派遣の確保





派遣元・派遣先責任のあり方





常用雇用との調和にも配慮
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